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営業外費用及び特別損失の計上並びに 2025 年３月期通期連結業績予想 

の修正に関するお知らせ 

 
 当社は、2025年３月期第２四半期連結会計期間（2024年７月１日～2024年９月30日）において営業
外費用及び特別損失を計上するとともに、2024年９月30日に公表しました2025年３月期（2024年４
月１日～2025年３月31日）の通期連結業績予想（以下、「前回発表予想」という。）について下記の
とおり修正いたしましたのでお知らせいたします。 
 

記 

1. 営業外費用（為替差損）の計上 

当社は当第２四半期連結会計期間において、外国為替相場の変動に伴い為替差損529百万円を計上

いたしました。これは主に海外子会社へのグループ内貸付金に対する評価替えによるものでありま

す。 

なお、2025年３月期第１四半期連結会計期間（2024年４月１日～2024年６月30日）において、為

替差益266百万円を計上していたため、2025年３月期第２四半期累計期間における為替差損は263百

万円となりました。 

 

2. 特別損失（減損損失）の計上 

当社の連結子会社であるDenkai America Inc.は、米国新工場建設用地を取得しましたが、Augusta 

Economic Development Authority（オーガスタ経済開発当局、以下「AEDA」）と協議し、オーガス

タ地域社会のための開発を促進するため、当該用地をAEDAに返還することを、2024年７月11日開催

の当社の取締役会で決定いたしました。これに伴い、遊休資産となった事業用資産の帳簿価額を回

収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として計上しております。また、北米事業において

当初想定していた収益を見込めなくなったため、北米事業に係る事業用資産の帳簿価額を回収可能

価額まで減額し、当該減少額を減損損失として計上しております。 

 

当社グループは、当中間連結会計期間において以下の資産について減損損失を計上しております。 

場所 用途 種類 減損損失（千円） 

日本電解株式会社 
（茨城県筑西市） 

北米事業 建設仮勘定 689,462 

Denkai America Inc. 
（米国サウスカロライナ州） 

北米事業 
建設仮勘定、機械装置
及び運搬具 2,156,128 

 

なお、2025年３月期第１四半期連結会計期間（2024年４月１日～2024年６月30日）において、上

記、米国新工場建設用地返還に伴う遊休資産に係る減損損失133百万円を計上していたため、2025年

３月期第２四半期連結会計期間（2024年７月１日～2024年９月30日）において、減損損失2,711百万

円を計上しております。 
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3. 業績予想の修正 

(1) 2025年３月期 通期連結業績予想の修正（2024年４月１日～2025年３月31日） 

 
売上高 営業利益 経常利益 

親会社株主に

帰属する 

当期純利益 

１株当たり 

当期純利益 
 

百万円 百万円 百万円 百万円 円 銭 

前回発表予想 (A) 21,440 △160 △960 △1,835 △202.77 

今回修正予想 (B) 19,000 △1,050 △1,660 △5,290 △539.51 

増減額 (B-A) △2,440 △890 △700 △3,455 － 

増減率 (％) △11.4 － － － － 

（ご参考）前期実績 

（2024年３月期） 
16,650 △1,034 △1,288 △874 △96.63 

(2) 通期業績予想の修正の理由 

2025年３月期通期連結業績につきまして、売上高は、前回発表予想と比較して、2,440百万円減

収となる見込みです。車載電池用分野においては、需要に対応する要員確保が困難であるため、生

産可能数量の制約を受けることから、前回発表予想より1,340百万円下回る見通しであり、一方、

回路基板用分野においても、米国の需要低迷下での競争激化の継続が予想されるため、1,100百万

円下回る見通しであります。 

また、利益面では上記の売上高の減少に加え、新規立ち上げ製品の品質安定化に伴うコストや業

務提携先との交渉に伴う弁護士費用の増加を見込む他、前回発表予想では織り込んでいなかった米

国子会社へのグループ内貸付金に対する評価替えによる為替差損や北米事業関連の減損損失（特別

損失）等、第２四半期連結累計期間の実績値を踏まえ修正しております。 

 

（注） 上記の業績予想につきましては、現時点で入手可能な情報に基づき作成したものであります。  

実際の業績は、今後のさまざまな要因により、上記予想数値と異なる可能性があります。 

以 上 

 

 

 


